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旅 券 の 概 要 

 

１ 旅券の意義 

 旅券は、日本国政府が外国政府に対して、その所持人が日本国民であることを

証明し、あわせてその人が安全に旅行および滞在ができるよう保護と扶助を与える

ことを要請する公文書です。 

 諸外国の政府は、旅券により、その所持人の国籍をはじめ身元を確認し、自国内

への入国・滞在等を認め、また、必要な場合には保護や扶助を与えることとなって

いますので、旅券は海外に旅行し、滞在する方にとって欠くことのできない非常に

重要な公文書です。 

２ 旅券の種類 

 旅券には、一般旅券と公用旅券の２種類があります。「公用旅券」は国の用務の

ため外国に渡航する方、およびその同伴者に対して発行され、「一般旅券」はそれ

以外の方に対して発行されます。 

 公用旅券は国（外務省）が直接取り扱っており、都道府県においては一般旅券を

取り扱っています。 

 この小冊子では、大分県における一般旅券の取扱状況を中心に記述していま

す。 

３ 旅券の効力 

 一般旅券は、現在、すべての国（地域）に、その有効期間中であれば何回でも往

復渡航できるようになっており、旅券発行の日から５年または１０年間有効です。 

   ※旅券の有効期間に一定の残存期間がないと入国を認めない国もあるのでご注意ください。 

４ 旅券の管理 

 旅券の重要性は前述のとおりですが、旅券に対する認識不足により保管・管理が

十分でなく国内（特に自宅）で紛失する方が非常に多くなっています。 

 また、海外渡航の一般化により、国外において旅券を紛失したり、盗難に遭うケ

ースが後を絶ちません。これらの旅券は、偽変造されて悪質な犯罪に利用される恐

れがあります。 

 一人ひとりが十分注意して旅券の管理をすることが望まれます。  
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旅 券 発 行 の 概 要  

 

令和７年（１月～１２月）の旅券発行件数は、全国では前年に比べ５．６％減少し、  

３，４９３，２３８件となりました。  

大分県における旅券発行件数は１９，４９７件で、前年に比べ７．５％減となり、発行

件数で全国第３２位、人口千人あたりの件数では１８．０件で全国第３４位（全国平均  

２９．０件）となっています。  

旅券発行件数を年代別にみると、２０歳代が最も多く４，２４３件で全体の２１．８％を

占めています。次いで１９歳以下（２０．６％）、５０歳代（１３．６％）、４０歳代（１２．８

％）、６０歳代（１１．７％）、３０歳代（１０．９％）の順となっています。  

男女別にみると、男性が４４．５％、女性が５５．５％で、すべての年代において女性

の発行件数が男性を上回っています。  

旅券種別では、「５年旅券」が８，５２０件（うち１２歳未満の子供は１，１８５件）、「１０年

旅券」が１０，９７７件となっています。  

また、令和５年３月２７日から導入された電子申請が、令和７年３月に本格化しまし

た。同年の電子申請による発行件数は５，０９３件に上り、全体の２６．１２％を占める

など、県民の間に広く浸透してきています。  

これまでの大分県における旅券発行件数の推移をみると、海外渡航者数の増加と

ともに平成７年に初めて４万件を超え、１０年旅券の発行開始や高校生の海外修学旅

行の増加などにより、平成１２年には過去最高の４６,６７７件を記録しました。  

その後、平成１３年の米国同時多発テロ、平成１５年のイラク戦争開始や世界的な

ＳＡＲＳの流行により減少しましたが、平成１６年以降はやや増加に転じ、概ね２万

件台後半の水準で推移していました。しかし、平成２５年には円安や近隣諸国との

歴史問題等を背景に再び減少しはじめ、平成２７年には１７，７７３件まで減少しまし

た。  

平成２８年からは、１０年旅券の２回目の切替発給申請者が多かったことや海外渡航

者の増加により再び増加に転じ、令和元年は５月の長期連休（１０連休）の効果もあ

り、平成２５年以降で最多の２６，６５１件となりました。しかし、令和２年からの新型

コロナウイルス感染症の世界的な蔓延により状況は一変し、令和４年まで大幅な減

少が続きました。  

その後、同感染症の５類移行に伴い、令和５年は１８，９０１件まで回復し、令和６年

にはほぼコロナ禍以前の水準に戻り、年間２１，０７０件まで増加しました。そして令

和７年は、電子申請が定着を見せた一方で、円安や物価高の影響なども重なり、全

体の件数としては１９，４９７件と前年を下回る結果となりました。  








































